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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第145期 

第１四半期 
連結累計期間 

第146期 
第１四半期 
連結累計期間 

第145期 

会計期間 
自 2020年４月１日 
至 2020年６月30日 

自 2021年４月１日 
至 2021年６月30日 

自 2020年４月１日 
至 2021年３月31日 

売上高 （百万円） 27,878 23,637 118,443 

経常利益 （百万円） 939 1,612 4,676 

親会社株主に帰属する 
四半期（当期）純利益 

（百万円） 590 1,085 3,167 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 814 906 3,461 

純資産額 （百万円） 48,190 50,882 50,561 

総資産額 （百万円） 73,552 76,659 78,872 

１株当たり四半期（当期） 
純利益 

（円） 24.58 45.20 131.84 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益 

（円） － － － 

自己資本比率 （％） 65.5 66.4 64.1 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） 1,579 1,837 8,055 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） △2,504 △1,291 △5,635 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） △297 △418 △932 

現金及び現金同等物の 
四半期末（期末）残高 

（百万円） 12,035 14,938 14,778 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第１四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用

した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 経営成績の状況

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が継続し、変異株の出現など

により依然として先の見通せない状況が続きました。海外におけるワクチン接種後の経済回復に伴い、国内でも企業

業績、個人消費の改善が期待されるものの、相次ぐ緊急事態宣言の再発出等による消費マインドの低下など、引き続

き、景気下振れリスクを注視する必要があります。

 菓子・飲料・食品業界は、消費者の節約志向は根強いものの、外出自粛が推奨されるなかで内食化が続いており堅

調に推移しました。

 このような状況下で、当社グループは一貫して食品製造企業として品質保証第一主義に徹し、感染防止対策の徹底

を図りながら、安全で安心な実質価値の高い商品の安定した供給と、消費者ニーズにお応えしたサービスの提供な

ど、顧客満足度の向上に向けた活動を推進してまいりました。具体的には、感染症拡大下において一層高まる健康志

向への取り組みや、ＥＣチャネル需要の増加等による消費者の購買行動の多様化、家庭内での消費に対応した商品展

開など、求められる価値の実現に機敏かつ柔軟に取り組みました。加えて、商品ブランドの強化と付加価値を高めた

魅力のある商品開発に取り組むとともに、可能な範囲で最大限の店頭フォローを続け、企画提案型の営業活動による

お客様の満足につながる活動を推進してまいりました。

 その結果、新製品にご好評をいただいたことに加え、家庭内消費傾向が継続したことから売上高は順調に推移しま

した。利益面は、生産性の向上とコストの削減、経費の効率的な使用に取り組んだほか、安定した販売業績に伴い堅

調なスタートとなりました。

 

 なお、当社グループは2022年３月期期首より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月

31日公表分。以下、「収益認識会計基準」という。）等を適用しております。このため、経営成績に関する説明にお

いて、連結売上高および連結段階利益の前年同期比（％）を記載せずに説明しております。収益認識会計基準等の適

用の詳細については「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（会計方針の変更）」をご参照くださ

い。

 

営業品目別の概況 

 菓子の合計売上高は、22,457百万円となりました。 

 菓子では、ビスケット品目を中心として、豆菓子、キャンデー、デザート、米菓、スナック、チョコレートなどの

品目を展開しています。

 ビスケット品目は、ロングセラー商品「ルマンド」の品質を向上させ、１本の満足感を高めた商品「贅沢ルマン

ド」を発売しました。さらに、プロモーションによるブランド周知も行いご好評をいただきました。加えて、季節に

合わせた取り組みとして抹茶、バナナ、夏塩などの各種フェアを実施し、充実した品ぞろえと魅力的で華やかな売場

展開を行いました。さらに、おいしさはそのままに糖質量を抑えた「カーボバランス」シリーズを発売し、健康志向

のニーズにも対応した商品展開を行いました。また、バータイプスイーツ商品群では「ふんわりバーム濃厚バナナ」

を新発売するとともに、既存品のリニューアルを行い商品群の活性化に取り組みました。品目全体ではファミリーサ

イズ商品群、ロアンヌシリーズにもご支持をいただき、順調に推移しました。

 チョコレート品目は、「アルフォートミニチョコレート」シリーズや「もちもちショコラ」シリーズ、「ブランチ

ュールミニチョコレート」シリーズに、それぞれ期間限定商品を展開し品ぞろえの充実を図りました。加えて、カッ

プスナック商品群の「じゃがチョコ」シリーズに、「じゃがチョコグランデビター」を発売しブランドの活性化を図

りました。また、バッグサイズ商品群において、「４６ｇプレッツェルショコラストロベリー」を発売しご好評をい

ただきました。 

 ビスケット、スナック、米菓など多種多様な商品構成が特徴の「プチ」シリーズでは、人気アニメのキャラクター

をパッケージにデザインした商品展開を行いました。お客様に豊富な品ぞろえを再認識していただいたことに加え、

販促物を活用した展開を行ったことにより大変ご好評をいただき、シリーズ全体の底上げにつながりました。

 菓子全体では、需要が落ち着いた商品群があったものの、家庭内消費傾向が継続したことから順調に推移しまし

た。 
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 飲料・食品・冷菓・その他の合計売上高は、1,180百万円となりました。

 飲料品目は、ミネラルウォーター商品群においてプライベート商品の需要が落ち着いた一方、キャラクター商品群

にご好評をいただきました。品目全体では「牛乳でおいしくつめたいココア缶１９０」の取り扱い拡大に伴い、順調

に推移しました。 

 食品品目は、内食需要の増加に伴い「２４０ｇミルクココア」にご好評をいただいたことに加え、防災意識の高ま

りから保存缶商品にご支持をいただきました。機能性食品では、「ウィングラム」ブランドとして展開している「ス

ローバー」シリーズや「プロテインバー」シリーズが、取り扱いの拡大と、お客様ニーズを満たす商品価値によりご

好評をいただきました。 

 冷菓品目は、「ルマンドアイス」のリニューアルを行ったほか、「ルマンドアイスバナナカスタード」を発売し、

商品認知の向上を図りました。また、できたての味わいが楽しめるプロモーションや、菓子と連動した販売を行いブ

ランド認知の向上と定着に取り組みました。

 その他では、通信販売事業は、内食需要の高まりに対応した菓子詰め合わせセットの品ぞろえ強化に加え、前期末

に販売を開始した不織布マスクにもご好評をいただきました。

 自動販売機事業は、多様な商品を取り扱うプチモールの設置環境の選択による収益性向上と効率化に取り組むなか

で、設置台数の増加と対面接触を避けた食品販売ツールとしての環境整備を図りました。

 酒類販売事業は、季節限定醸造商品「ＡＬＷＡＹＳ Ａ ＷＩＴ（オールウェイズ ア ヴィット）」を展開したほ

か、引き続きナショナルブランド商品の認知拡大を図りました。土産用受託商品等の需要も回復基調にあり、順調に

推移しました。

 

 以上の営業活動により業績の向上に努めてまいりました結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は23,637百万

円、営業利益は1,509百万円、経常利益は1,612百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,085百万円となりま

した。 

 

(2) 財政状態の状況 

（資産）

 当第１四半期連結会計期間末における流動資産は33,640百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,042百万円減

少となりました。これは主に、受取手形及び売掛金の減少があったことによるものです。固定資産は43,019百万円

となり、前連結会計年度末に比べ169百万円減少となりました。

 この結果、総資産は76,659百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,212百万円減少となりました。 

 

（負債） 

 当第１四半期連結会計期間末における流動負債は18,501百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,528百万円減

少となりました。これは主に、未払費用や未払金の減少および法人税等の支払ならびに賞与の支給があったことに

よるものです。固定負債は7,276百万円となり、前連結会計年度末に比べ４百万円減少となりました。 

 この結果、負債合計は25,777百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,533百万円減少となりました。 

 

（純資産） 

 当第１四半期連結会計期間末における純資産は50,882百万円となり、前連結会計年度末に比べ320百万円増加と

なりました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上および剰余金の配当があったことによるもの

です。 

 この結果、自己資本比率は66.4％（前連結会計年度末64.1％）となりました。 
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(3) キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は14,938百万円となり、前連

結会計年度末（14,778百万円）に比べ160百万円増加となりました。 

 当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は1,837百万円（前年同期1,579百万円の収入、対前年同期比116.3％）となりまし

た。これは主に、税金等調整前四半期純利益1,606百万円があったことによるものです。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は1,291百万円（前年同期2,504百万円の支出、対前年同期比51.6％）となりまし

た。これは主に、有形固定資産の取得による支出1,262百万円があったことによるものです。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は418百万円（前年同期297百万円の支出、対前年同期比140.6％）となりました。

これは主に、配当金の支払額300百万円があったことによるものです。 

 

(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、318百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(6) 主要な設備の新設

当第１四半期連結累計期間において新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。

会社名 
事業所名 

（所在地） 
セグメント 

の名称 
設備の 
内容 

投資予定金額 

資金調達方法 着手年月 完了予定年月 総額 
（百万円） 

既支払額 
（百万円） 

提出会社 
魚沼工場 

（新潟県魚沼市） 
食料品の製造・ 
販売 

工場棟およ

び原料倉庫 
1,727 566 自己資金 2020年12月 2022年４月 

 

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

②【発行済株式】

種類 
第１四半期会計期間末現在 

発行数（株） 
（2021年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（2021年８月６日） 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名 
内容 

普通株式 27,700,000 27,700,000 東京証券取引所市場第二部 
単元株式数 

100株 

計 27,700,000 27,700,000 ――――― ――― 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

    該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

    該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額

（百万円）

資本金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2021年４月１日～
2021年６月30日

－ 27,700,000 － 1,036 － 52

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2021年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

        2021年６月30日現在 

区分 株式数（株） 
議決権の数 
（個） 

内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 3,675,600 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 24,014,700 240,147 － 

単元未満株式 普通株式 9,700 － １単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数   27,700,000 － － 

総株主の議決権   － 240,147 － 

 

②【自己株式等】

        2021年６月30日現在 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に 
対する所有株式数 
の割合（％） 

株式会社ブルボン 柏崎市駅前一丁目３番１号 3,675,600 － 3,675,600 13.27 

計 ――――― 3,675,600 － 3,675,600 13.27 

（注）当第１四半期会計期間末の自己名義所有株式数は、3,675,600株であります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。

 

- 6 -



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2021年４月１日から2021年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表

について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

  前連結会計年度 
(2021年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(2021年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 14,794 14,955 

受取手形及び売掛金 12,987 10,316 

有価証券 1 1 

商品及び製品 3,919 4,247 

仕掛品 518 611 

原材料及び貯蔵品 3,016 2,981 

その他 448 530 

貸倒引当金 △4 △3 

流動資産合計 35,683 33,640 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 16,295 16,128 

機械装置及び運搬具（純額） 11,144 10,759 

その他（純額） 8,519 9,205 

有形固定資産合計 35,959 36,093 

無形固定資産    

のれん 977 948 

その他 408 410 

無形固定資産合計 1,385 1,359 

投資その他の資産    

その他 5,844 5,566 

投資その他の資産合計 5,844 5,566 

固定資産合計 43,189 43,019 

資産合計 78,872 76,659 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2021年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(2021年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 10,117 9,868 

短期借入金 200 210 

未払法人税等 1,042 234 

賞与引当金 1,214 543 

返品引当金 24 － 

その他 8,430 7,643 

流動負債合計 21,030 18,501 

固定負債    

社債 100 100 

長期借入金 150 86 

役員退職慰労引当金 247 247 

退職給付に係る負債 5,627 5,648 

負ののれん 14 14 

その他 1,141 1,179 

固定負債合計 7,280 7,276 

負債合計 28,310 25,777 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,036 1,036 

資本剰余金 6,790 6,790 

利益剰余金 43,743 44,242 

自己株式 △941 △941 

株主資本合計 50,628 51,128 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 373 319 

為替換算調整勘定 △341 △473 

退職給付に係る調整累計額 △99 △91 

その他の包括利益累計額合計 △66 △245 

純資産合計 50,561 50,882 

負債純資産合計 78,872 76,659 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自 2020年４月１日 
 至 2020年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2021年４月１日 

 至 2021年６月30日) 

売上高 27,878 23,637 

売上原価 16,046 17,217 

売上総利益 11,832 6,420 

販売費及び一般管理費 10,906 4,910 

営業利益 926 1,509 

営業外収益    

受取利息 1 1 

受取配当金 31 37 

受取賃貸料 4 3 

助成金収入 24 19 

為替差益 － 29 

負ののれん償却額 0 0 

その他 25 19 

営業外収益合計 87 111 

営業外費用    

支払利息 0 0 

減価償却費 3 5 

賃貸収入原価 2 2 

為替差損 67 － 

その他 0 0 

営業外費用合計 74 8 

経常利益 939 1,612 

特別利益    

固定資産売却益 0 － 

投資有価証券売却益 － 0 

特別利益合計 0 0 

特別損失    

固定資産処分損 0 0 

減損損失 3 1 

投資有価証券評価損 1 4 

その他 0 － 

特別損失合計 5 6 

税金等調整前四半期純利益 933 1,606 

法人税、住民税及び事業税 65 183 

法人税等調整額 277 336 

法人税等合計 343 520 

四半期純利益 590 1,085 

親会社株主に帰属する四半期純利益 590 1,085 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自 2020年４月１日 
 至 2020年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2021年４月１日 

 至 2021年６月30日) 

四半期純利益 590 1,085 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 155 △54 

為替換算調整勘定 53 △132 

退職給付に係る調整額 14 7 

その他の包括利益合計 223 △179 

四半期包括利益 814 906 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 814 906 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自 2020年４月１日 
 至 2020年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2021年４月１日 

 至 2021年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 933 1,606 

減価償却費 1,028 1,041 

のれん償却額 28 28 

受取利息及び受取配当金 △32 △38 

負ののれん償却額 △0 △0 

支払利息 0 0 

為替差損益（△は益） 56 △5 

投資有価証券売却損益（△は益） 0 △0 

固定資産処分損益（△は益） △0 0 

減損損失 3 1 

投資有価証券評価損益（△は益） 1 4 

売上債権の増減額（△は増加） 3,702 2,674 

棚卸資産の増減額（△は増加） △920 △376 

仕入債務の増減額（△は減少） △710 △258 

未払費用の増減額（△は減少） △1,272 △828 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △5 0 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △55 31 

その他 △383 △1,091 

小計 2,375 2,789 

利息及び配当金の受取額 32 38 

利息の支払額 △0 △0 

法人税等の支払額 △827 △991 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,579 1,837 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △2,477 △1,262 

投資有価証券の取得による支出 △3 △1 

投資有価証券の売却による収入 0 0 

その他 △22 △27 

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,504 △1,291 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

長期借入れによる収入 100 － 

長期借入金の返済による支出 △50 △52 

リース債務の返済による支出 △67 △65 

配当金の支払額 △280 △300 

財務活動によるキャッシュ・フロー △297 △418 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2 33 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,224 160 

現金及び現金同等物の期首残高 13,260 14,778 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 12,035 ※ 14,938 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」といいま

す。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

これにより、販売費及び一般管理費に計上しておりました、リベートおよび販売促進費の一部等を売上高から減額

する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１四半期

連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、従前の会計処理と比較して、当第１四半期連結累計期間の売上高は6,212百万円減少し、売上原価は82

百万円減少し、販売費及び一般管理費は6,129百万円減少しております。また、利益剰余金の当期首残高は285百万円

減少しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」に表示しておりま

した「返品引当金」は、当第１四半期連結会計期間より「その他」に含めて表示することといたしました。なお、収

益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により組替え

を行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３月31日）第28

-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第１四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した

情報を記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」といいま

す。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。

これによる、四半期連結財務諸表への影響はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年６月30日）

現金及び預金勘定 11,909百万円 14,955百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 － △18 

有価証券勘定 126 1

現金及び現金同等物 12,035 14,938

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月26日
定時株主総会

普通株式 288百万円 12円00銭 2020年３月31日 2020年６月29日 利益剰余金

 

当第１四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日
定時株主総会

普通株式 300百万円 12円50銭 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループの事業は、食品製造企業として同一セグメントに属する、ビスケット類、米菓類等の菓子及び飲料食

品等の食料品の製造・販売並びにこれらの付随業務であり、単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

営業品目
当第１四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年６月30日）

菓子 22,457百万円

飲料・食品・冷菓・その他 1,180

売上高合計 23,637

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年６月30日）

１株当たり四半期純利益 24円58銭 45円20銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 590 1,085

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（百万円）
590 1,085

普通株式の期中平均株式数（千株） 24,024 24,024

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

2021年８月４日

 
株 式 会 社 ブ ル ボ ン

取 締 役 会 御 中

 

太陽有限責任監査法人 

東京事務所

 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 田 尻 慶 太  印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 丸 田 力 也  印

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ブ

ルボンの2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2021年４月１日から

2021年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ブルボン及び連結子会社の2021年６月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行

った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社か

ら独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎と

なる証拠を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビ

ュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 



・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュ

ー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結

財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明すること

が求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象

や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重

要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセー

フガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

 

以  上

 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長 吉田 康及び最高財務責任者 代表取締役専務 財務管理部長 山﨑 幸治は、当社の第146

期第１四半期（自 2021年４月１日 至 2021年６月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき

適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

特記すべき事項はありません。
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